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１．背景・目的 
人口減少・高齢化に伴い，都市圏内においても，人
口・世帯構成，およびその空間分布も急激に変化するこ
とが予想される．子供の離家によって郊外部に取り残さ
れる高齢者のみの世帯の増加などがその例の一つと考え
られる．これに対して，現況の都市施設(病院，学校な
ど)の配置では，需要に偏りが生じることも考えられ，
人口・世帯分布の変化に対応した都市施設配置計画の見
直しが必要となる． 
この場合，利用者の利便性，環境・エネルギー，都市
経営など各種視点から，総合的に都市施設配置計画代替
案を評価し，望ましい代替案を選択することが重要とな
る．都市施設の配置は，利用者の交通行動を変化させる
ことに留まらず，良い病院のそばに移り住むなど，居住
地選択にも影響する可能性もある．そのため，都市施設
計画案の評価には，交通と土地利用の相互依存関係を内
包した土地利用・交通モデルが有効なツールとなる． 
本研究では，これまで著者らが構築してきた土地利
用・交通モデルを部分的に改良して，都市施設配置計画
の支援ツールとしての利用可能性を検討することを目的
とする．具体的には都市施設のうち，病院を例に次の分
析を行う． 
・ 病院の立地が世帯タイプごとの居住地選択へ与える
影響の分析 

・ 病院の立地変化が世帯タイプ別交通費用と交通エネ
ルギー消費量に与える影響のシミュレーション分析 

 なお，都市施設配置の代替案を評価する指標としては，
先にあげた視点のうち，利用者の利便性の視点から１人
あたり交通費用，環境・エネルギーの視点から，１人あ
たり交通エネルギー消費量を取り上げることとした[１]． 
 
２．本研究の土地利用・交通モデルの特徴 
（１）モデル構造 
著者らが構築してきた土地利用交通モデルは，Lowry
タイプの配分型モデルであり，交通施策や土地利用施策 
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図１ 土地利用・交通モデルの全体構造 
表１ 世帯タイプの分類 

 
 
 
 
 
 
注) ｢高齢者｣は60歳以上の者，｢夫婦｣は18歳以上60歳以下の男

女が世帯に各１人以上いる場合，各１人ずつを指す． 

 
の評価モデルとして開発してきたものである．世帯タイ
プ別に評価指標が算出でき，都市圏全体の効果に加え，
施策の効果が世帯間で公平かどうか判断する指標がアウ
トプットされるといった特徴を持つ1)． 
 
（２）世帯タイプの区分 
従来の土地利用モデルでは世帯を区分して取り扱って
いるものは少なく，区分していても，世帯主の年齢によ
る区分などである２）． 
世帯タイプにより重要度が高い施設が異なり，配置変
更の影響も世帯タイプにより差異があると考えられる．
高齢者世帯が区分できるよう配慮し，８つの世帯タイプ
に区分した（表１）．なお，高齢者を含む世帯は世帯タ
イプ５・７である． 
 

（３）居住立地モデルと居住地魅力度モデル 
居住立地モデルはグラビティタイプのモデルで，居住
地魅力度と居住地までの一般化交通費用で従業者の立地
を世帯タイプ別に決定する．居住地魅力度を決定する要
素として｢広さ｣と「利便性」を想定した．広さはゾーン
内の居住空間の有無を，利便性は活動の集積度合いと都
市施設の整備状況を，示す代理変数を設定する． 

世帯タイプ ライフステージ
世帯1 単身就業世帯
世帯2 夫婦のみの就業世帯
世帯3 夫婦と子供からなる就業世帯
世帯4 夫婦と子供とその他の世帯員からなる就業世帯
世帯5 夫婦と高齢者を含む就業世帯
世帯6 その他の就業世帯
世帯7 高齢者のみの世帯
世帯8 非就業世帯
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h
ijT ：jゾーンに従業地を持ち iゾーンを居住地とする世帯タ
イプｈに属する従業者数の通勤トリップ分布 

h
jE ：ｊゾーンにおける世帯タイプhの従業者数(人) 

h
ijCC ：世帯タイプhに属する人の通勤トリップのｉｊゾーン
間一般化交通費用(円) 

i
hLP ：世帯タイプhに属する人の iゾーンの居住地魅力度 

iSP：居住空間の有無を示す変数， 

iAG ：活動の集積度合いを示す変数 

iUF：iゾーンの都市施設変数 
 
 (４)本研究での居住地魅力度モデル 
都市施設計画を評価できるよう，居住地魅力度の大き
さを算定する（２）式を次のように定式化した． 
居住地魅力度は，広さ（ゾーン内の居住空間の有無）
の変数として，市街化区域面積／ゾーン面積( )ii SqUA /
と，利便性を示す活動の集積度合いの変数として人口密
度( )iPD ，それに，本研究では都市施設として病院を取
り上げるので，都市施設変数 iUFとして，ゾーン別病床
数( )iHB を用いることとした（式（３））． 

( ) ( ) ( )i
h

i
h

ii
hhh

i HBPDSqUALP 3210 / αααα +++=  (３) 

iUA：ゾーン iの市街化区域面積(㎞２) 

iSq ：ゾーン iの面積 

iPD ：ゾーン iの人口密度 

iHb ：ゾーン iの病床数 
 
３．対象都市圏・都市施設の概要・使用データ 
（１）対象都市圏の概要・使用データ 
仙台都市圏を対象にケーススタディを行った．なお，
モデルのパラメータ推定には，パーソントリップデータ
（以下，PT調査）を用いた（表２）．ゾーン区分はPT
調査の大ゾーンとし，地域を都心・都心周辺・郊外・そ
の他の地域，区分して分析した． 

 
（２）対象都市施設 
本研究では都市施設として病院を取り上げる．対象と
した病院は，宮城県保健福祉部医療整備課発行の，宮城
県病院名簿３）に記載されている150の病院のうち，ＰＴ
調査のゾーン内の90の病院である．病院は各病院が持つ
規模，機能によりその重要さは異なる．そのため，変数
として，病床数を用いることとした．ここで病床とは，
医療法第27条の規定により使用許可を受けた病床のうち，
精神病床・感染症病床・結核病床・療養病床・一般病床
の5種類の合計数とする． 

 

表２ 対象都市圏の概要 
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(３)高齢者のいる世帯と病院数の分布状況 
 病床数は都心よりも都心周辺のほうが多いが，郊外，
その他の地域と都心から離れるにつれて減少している．
一方，高齢者のいる世帯は都心から離れるに従い増加し
ている．また，総世帯に占める高齢者を含む世帯の割合
もその他地域で高くなっている（図２）． 
 
４．モデルの構築 
（１）パラメータの推定 

居住立地モデルの距離逓減係数 hβ と居住地魅力度モ

デルのパラメータを表３・表４に示す．各世帯タイプ間

のパラメータの差異を見るために，居住地魅力度モデル

のパラメータを標準化して比較する（図３）．これを見

ると，世帯タイプ間で病床数を重視する傾向に差がある

ことがわかる．特に，ともに高齢者を含む世帯である世

帯５と世帯７の符号が逆になっているなど，予想とは異

なる結果もわかる．活動の集積度合いへの選好もタイプ

間で異なり，世帯人員が多くなるほど小さくなっている． 

 
表３ 居住立地モデルの距離逓減係数( hβ )（）内は重相関係数 

世帯１ 世帯２ 世帯３ 世帯４ 世帯５ 世帯６ 世帯７
1.82E-03 1.19E-03 1.70E-03 1.50E-03 1.57E-03 1.27E-03 6.80E-04
(0.92) (0.87) (0.81) (0.79) (0.70) (0.83) (0.82)βh

 
表４ 居住地魅力度のパラメータ  ()内はｔ値 

世帯１ 世帯２ 世帯３ 世帯４ 世帯５ 世帯６ 世帯７
-238.24 16.30 21.60 128.52 88.95 27.61 11.99

(-3.85) （0.86） (0.96) (2.94) (2.04) (1.76) (1.82)

0.11 0.05 0.05 0.07 0.05 0.03 0.003
(9.22) (12.10) (9.48) (5.51) (5.42) (7.59) (1.88)

0.064 0.02 0.035 -0.067 -0.049 0.018 0.004
(1.71) (1.71) (2.05) (-2.39) (-1.85) (1.77) (1.42)
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図３ 居住地魅力度モデル標準化パラメータ 

 
（２）現況再現性の確認 
 土地利用・交通モデルの全体を稼動させ，現況再現性
を確認した．ゾーン別の総世帯数についてみると，実績
値と推計値の相関係数は0.78であった．また，評価指標
である交通費用，交通エネルギー消費量についても十分
再現できている（表５）． 

表５ 評価指標の現況再現性 
 
 
 
 
 
 
５．シミュレーション 
(１)シミュレーションケースの設定 
表６にシミュレーションケースについて示す． 

表６ シミュレーションケース 
 
 
 
 
（２）シミュレーション結果 
＜世帯の居住立地の変化＞ 
 図４に各ケースの現況からの地域別の世帯数の変化を
示す．ケース①はすべての世帯タイプが大きさは違うが
同じ傾向の変化であるが，ケース②は世帯タイプ４・５
がその他の世帯タイプと異なる変化をしている．ケース
②について高齢者を含む世帯タイプを見ると，郊外の世
帯が都心周辺とその他の地域に移っていることがわかる
が，世帯タイプ５は郊外へ，世帯タイプ７は都心周辺へ
と主に移り，同じ高齢者を含む世帯タイプでも逆の傾向
がある（図５）． 
＜交通エネルギー消費量の変化＞ 
図６に全手段の交通エネルギー消費量の各ケースと現
況での変化を示す．世帯タイプ間で変化の大きさが異な
る．交通エネルギー消費量の削減効果は，都心に都市施
設を集中させる(ケース②)の方が，どの地域にも同じ水
準で整備する(ケース①)より大きい可能性を示している． 

 
 
 
 
 
 
 
 
図４  地域別世帯数の変化(左：ケース①, 右：ケース②) 
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図５ ケース②の高齢者を含む世帯の世帯数の変化 
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図６ 交通エネルギー消費量の変化 
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図７ 世帯タイプ別交通費用の変化 

 
 
＜世帯タイプ別交通費用の変化の違い＞ 
 図７は各ケースでの世帯タイプ別交通費用の変化であ
る．世帯タイプ間で変化の大きさがどちらのケースにお
いても様々である事がわかる．また，交通費用の削減効
果も，都心に集中させる（ケース②）の方がどの地域に
も同じ水準で整備する（ケース②）よりも大きい可能性
を示している． 
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（３）考察 
以上の分析より，以下の知見を得た． 
・ 世帯タイプごとに居住魅力度の重視する点が異なる．
なかでも同じ高齢者を含む世帯であっても病床数を
重視する傾向が逆になっている． 

・ 世帯タイプ間で施設配置変更の影響による評価指標
の変化の傾向が異なる 

・ 交通エネルギー消費量・交通費用の削減には，病院
を都心に集中させるほうがどの地域にも同じ水準で
整備するより効果が高い可能性がある 
本研究のシミュレーション分析の課題としては病院の
評価には，病床数だけでなく医者数や科の違いを考慮し
た変数で分析し，より具体的な病院の配置計画を検討す
る必要があること，また評価指標として病院建設に伴う
費用やエネルギー消費や運営費用などを評価指標に加え
ること，が挙げられる． 
 
６．結論 
本研究では，土地利用・交通モデルの都市施設配置計
画の支援ツールとして活用の検討を，病院を例に行った． 
本研究で用いた土地利用・交通モデルは，計画の公平
性についての議論のため，都市施設配置の変更が世帯タ
イプ間で影響が異なるかを明確にすることを意図して，
土地利用モデルにおける行動主体を世帯タイプにより分
類している．評価指標も複数の視点からの評価が可能な
指標となっている．そして本研究の土地利用・交通モデ
ルを用いたシミュレーション結果から以下の知見を得た． 
① 都市施設配置変更は交通行動にも影響を与え，結
果交通エネルギー消費量や交通費用を変化させる 

② そのため，都市施設配置計画においても土地利用
と交通の相互作用を考慮するべきであり，土地利
用・交通モデルを支援ツールとして活用できると
考えられる 

③ 都市施設配置変更の影響は，世帯タイプによって
異なる．そのため，計画の公平性を議論するため
に土地利用・交通モデルを支援ツールとして用い
るときの要件として，世帯タイプごとの評価が可
能であること，が挙げられる 

 
ただし，本研究においては，施設配置計画の際に重要
な視点である都市経営，すなわち，整備・運営費用の点
については，言及しておらず，これは今後の課題となる． 
なお，ケーススタディにおけるゾーンの区分は大ゾー
ンと若干大きめであるため，ゾーンを細分化したうえで
のモデルの適用も今後の課題となる． 
最後に，本研究のモデルは，ミクロ経済理論などの行
動理論に基づいたものではなく，Lowryモデルをベース
とした配分型のマクロタイプのモデルである．そのため，
現実の行動を描写するといったことにはなっておらず，

行動理論に基づく土地利用・交通モデルに比較し，理論
的な精密さに欠けるといった点を持つことはいなめない．
しかし，行動理論に基づく土地利用・交通モデルは，モ
デルのパラメータ推定の際のデータ制約等の点から，実
社会の再現性といった点から不十分といった面も持ち，
行動主体も家計，企業，開発者といった分類である．本
研究のモデルは行動主体(家計)を世帯タイプに区分し取
り扱っているため，施設配置変更による主体間で影響の
違いを把握できるといった利点を持つ． 
以上，2つのタイプのモデルはそれぞれ良い点，悪い
点を持っている．本研究での行動主体の分類(世帯タイ
プ)を維持したまま行動理論に基づくモデルをめざし結
果の妥当性を向上させることも一つの方向と考えられる．
しかし，ただ，やみくもに行動理論に基づくモデルを目
指すのでなく，計画の具体性の程度など，計画段階によ
りマクロ的なモデルとミクロ的な行動理論に基づくモデ
ルを使い分けていくなどの工夫が必要と考えられる． 
 
補注[１] 
・交通エネルギー消費量：交通手段別にエネルギー原単位と平

均移動距離を乗じて推計する．エネルギー原単位は走行速度の

関数である．徒歩は交通エネルギーを消費しないものとする． 
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